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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第20期
第２四半期
連結累計期間

第21期
第２四半期
連結累計期間

第20期

会計期間

自平成27年
　６月１日
至平成27年
　11月30日

自平成28年
　６月１日
至平成28年
　11月30日

自平成27年
　６月１日
至平成28年
　５月31日

売上高 （千円） 600,244 657,557 1,278,568

経常利益 (千円) 21,998 3,936 68,378

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 4,672 △1,268 59,751

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 11,048 △3,813 84,825

純資産額 （千円） 318,526 387,688 400,303

総資産額 （千円） 501,482 577,708 612,030

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額(△）

（円） 5.51 △1.47 70.49

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.3 67.1 65.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △18,248 △25,930 38,745

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,258 △4,692 △13,514

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △5,132 △10,671 △1,134

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 268,920 276,362 317,656

 

回次
第20期
第２四半期
連結会計期間

第21期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自平成27年
　９月１日
至平成27年
　11月30日

自平成28年
　９月１日
至平成28年
　11月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
(円） △9.23 4.35

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第21期第２四半期連結累計期間においては、潜在

株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第20期及び第20期第２四半期連結累計期

間においては希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の経済政策や金融政策等の効果により緩やかな回復基調

で推移いたしました。しかしながら、中国経済の減速などによる景気への影響が懸念されるなど、依然として先行

きは不透明な状況が続いております。

当社グループの属する情報サービス業界では、ＩＴ関連投資は横ばい傾向にあり、首都圏における高度ＩＴ人材

の需要は継続するものと考えられます。

このような環境の中、ソリューション事業ＢｔｏＢソリューショングループ及びソリューション事業運用・サ

ポートグループは、東京地区への人員の配置等を積極的に行い、新規取引先及び既存取引先において稼働者数を伸

ばしたことで、売上高が増加いたしました。なお、優秀な人材の囲い込みを目的に、ＩＴエンジニアの技術力向上

や作業能力の実績等に応じて労務費も上昇させております。また、福岡・東京間の人員配置による転勤諸費用等で

販売費及び一般管理費が増加しております。

ソリューション事業ＢｔｏＣソリューショングループは、前連結会計年度に引き続き、安定的にシステム開発案

件を受注しております。引き続き、中小企業のＩＴを支援する「OFFICE DOCTOR」サービスを軸にワンストップ型

ソリューション提案を推し進めております。

工事関連事業は、やや低調なスタートとなりましたが、徐々に回復傾向にあります。

 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高657,557千円（前年同四半期は600,244千円）、売上総

利益237,690千円（同231,385千円）、営業利益3,654千円（同22,039千円）、経常利益3,936千円（同21,998千

円）、親会社株主に帰属する四半期純損失1,268千円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益4,672千

円）となりました。

 

セグメント別の状況は次のとおりであります。（各セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高を含んで

おります。）

 

①ソリューション事業ＢｔｏＢソリューショングループ

　ソリューション事業ＢｔｏＢソリューショングループは、高度ＩＴ人材の需要が高い東京地区への人員の配

置等を積極的に行い、新規取引先及び既存取引先において稼働者数を伸ばしてまいりました。その結果、当第

２四半期連結累計期間における売上高は436,700千円（前年同四半期は411,165千円）、セグメント利益は

76,604千円（同89,567千円）となりました。

 

②ソリューション事業運用・サポートグループ

　ソリューション事業運用・サポートグループは、東京地区を中心に、大規模な基幹システムの運用・サポー

ト業務に従事しており、高スキルを背景とした高収益性グループの特色を出し、政策的に営業活動を行ってお

ります。その結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は131,429千円（同124,022千円）、セグメント

利益は27,731千円（同24,887千円）となりました。
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③ソリューション事業ＢｔｏＣソリューショングループ

　ソリューション事業ＢｔｏＣソリューショングループは、前連結会計年度に引き続き、安定的に中規模・小

規模のシステム開発案件を受注しております。また、中小企業のＩＴを支援する比較的ライトな「OFFICE

DOCTOR」サービスは、取引社数・取引金額ともに増加しております。その結果、当第２四半期連結累計期間に

おける売上高は45,271千円（同41,593千円）、セグメント損失は72千円（同1,886千円）となりました。

 

④工事関連事業

　工事関連事業は、福岡県の各種テナント・賃貸ビル等の内装工事・外装工事を中心に事業を行っておりま

す。当第２四半期連結累計期間は、既存先への提案型営業を強化し、新規案件獲得の動きに注力いたしまし

た。その結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は34,889千円（同16,753千円）、セグメント利益は

633千円（前年同四半期はセグメント損失4,840千円）となりました。

 

⑤飲食事業

　飲食事業は、平成28年４月に事業を譲受けたスイス料理ハウゼの店舗運営に関する事業であります。当第２

四半期連結累計期間における売上高は9,454千円、セグメント損失は8,119千円となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、276,362千円（前年同

四半期は268,920千円）となりました。

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動による資金の減少は、25,930千円となりました。これは、主として売上債権の増加8,116千円、法

人税等の支払い25,584千円等によるものであります。

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動による資金の減少は、4,692千円となりました。これは、敷金の支払いによる支出1,885千円、有形

固定資産の取得2,266千円及び無形固定資産の取得540千円によるものであります。

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動による資金の減少は、10,671千円となりました。これは、配当金の支払い6,669千円、長期借入金

の返済4,002千円によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,000,000

計 2,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成28年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年１月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 909,600 909,600
福岡証券取引所

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場）

単元株式数

100株

計 909,600 909,600 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年１月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年９月１日～

平成28年11月30日
― 909,600 ― 179,825 ― 145,525
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（６）【大株主の状況】

  平成28年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

上野　英理也 福岡県福岡市早良区 237,100 26.06

メディアファイブ社員持株会 福岡県福岡市中央区薬院一丁目１番１号 58,600 6.44

株式会社トライアンフコーポレー

ション

東京都新宿区西新宿７丁目20－１

住友不動産西新宿ビル18階
57,700 6.34

スリープログループ株式会社
東京都新宿区西新宿７丁目21－３

西新宿大京ビル
44,400 4.88

村山　孝 東京都江戸川区 37,800 4.15

秀島　正博 福岡県福岡市中央区 37,000 4.06

サイブリッジグループ株式会社 東京都港区南青山６丁目２－９ 20,700 2.27

稲田　清崇 長野県松本市 20,000 2.19

村山　滋 福岡県宗像市 19,800 2.17

梅谷　雄一 大阪府大阪狭山市 18,000 1.97

計 － 551,100 60.59

　（注） 上記のほか、自己株式が46,000株あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 46,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　863,600 8,636 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 909,600 － －

総株主の議決権 － 8,636 －

 

②【自己株式等】

平成28年11月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

メディアファイブ株式会社
福岡県福岡市中央区薬

院一丁目１番１号
46,000 － 46,000 5.06

計 － 46,000 － 46,000 5.06
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年９月１日から平

成28年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年６月１日から平成28年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 317,656 276,362

売掛金 136,387 144,504

仕掛品 472 1,686

原材料及び貯蔵品 1,161 1,188

その他 40,652 39,908

貸倒引当金 △451 △628

流動資産合計 495,879 463,021

固定資産   

有形固定資産 20,683 19,828

無形固定資産 2,450 2,558

投資その他の資産   

敷金及び保証金 26,336 29,103

投資有価証券 57,720 54,060

その他 8,960 9,136

投資その他の資産合計 93,016 92,300

固定資産合計 116,150 114,686

資産合計 612,030 577,708

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,671 12,890

1年内返済予定の長期借入金 8,004 8,004

未払費用 89,736 93,133

未払法人税等 28,233 7,822

未払消費税等 25,868 14,681

その他 29,696 37,019

流動負債合計 190,210 173,550

固定負債   

長期借入金 7,316 3,314

繰延税金負債 14,200 13,154

固定負債合計 21,516 16,468

負債合計 211,726 190,019

純資産の部   

株主資本   

資本金 179,825 179,825

資本剰余金 145,525 145,525

利益剰余金 45,049 35,110

自己株式 △8,823 △8,823

株主資本合計 361,576 351,637

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 38,596 36,051

その他の包括利益累計額合計 38,596 36,051

非支配株主持分 130 －

純資産合計 400,303 387,688

負債純資産合計 612,030 577,708
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年６月１日
　至　平成27年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年６月１日
　至　平成28年11月30日)

売上高 600,244 657,557

売上原価 368,859 419,866

売上総利益 231,385 237,690

販売費及び一般管理費 ※１ 209,346 ※１ 234,035

営業利益 22,039 3,654

営業外収益   

受取利息 6 0

雑収入 99 400

その他 － 38

営業外収益合計 106 439

営業外費用   

支払利息 138 133

雑損失 9 23

営業外費用合計 147 157

経常利益 21,998 3,936

特別損失   

固定資産除却損 228 13

特別損失合計 228 13

税金等調整前四半期純利益 21,769 3,922

法人税、住民税及び事業税 18,362 5,094

法人税等調整額 △64 96

法人税等合計 18,297 5,190

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,471 △1,268

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,200 －

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
4,672 △1,268
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年６月１日
　至　平成27年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年６月１日
　至　平成28年11月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,471 △1,268

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 7,576 △2,545

その他の包括利益合計 7,576 △2,545

四半期包括利益 11,048 △3,813

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 12,249 △3,813

非支配株主に係る四半期包括利益 △1,200 －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年６月１日
　至　平成27年11月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年６月１日
　至　平成28年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 21,769 3,922

減価償却費 2,329 3,738

貸倒引当金の増減額（△は減少） 437 △255

受取利息及び受取配当金 △6 △0

支払利息 138 133

固定資産除却損 228 13

売上債権の増減額（△は増加） △13,622 △8,116

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,550 △1,241

仕入債務の増減額（△は減少） 1,142 4,218

その他 △15,215 △2,627

小計 △248 △214

利息及び配当金の受取額 7 0

利息の支払額 △136 △132

法人税等の支払額 △17,870 △25,584

営業活動によるキャッシュ・フロー △18,248 △25,930

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,258 △2,266

無形固定資産の取得による支出 － △540

敷金及び保証金の差入による支出 － △1,885

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,258 △4,692

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △5,132 △4,002

配当金の支払額 － △6,669

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,132 △10,671

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △24,638 △41,294

現金及び現金同等物の期首残高 293,559 317,656

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 268,920 ※１ 276,362
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

　株式会社ダブルスキルは平成28年７月29日付で清算結了したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から

除外しています。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年６月１日
　　至　平成27年11月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年６月１日
　　至　平成28年11月30日）

従業員給料 60,872千円 68,635千円

役員報酬 32,460 34,725

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成27年６月１日　至　平成27年11月30日）

※１　現金及び現金同等物の第２四半期連結会計期間末残高と現金及び預金勘定は一致しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日）

※１　現金及び現金同等物の第２四半期連結会計期間末残高と現金及び預金勘定は一致しております。

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成27年６月１日　至　平成27年11月30日）

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月25日

定時株主総会
普通株式 8 10  平成28年５月31日  平成28年８月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年６月１日　至　平成27年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 

ソリュー
ション事業
ＢｔｏＢソ
リューショ
ングループ

ソリュー
ション事業
運用・サ
ポートグ
ループ

ソリュー
ション事業
ＢｔｏＣソ
リューショ
ングループ

工事関連事業 その他 合計

売上高       

外部顧客への売上高 411,165 124,022 41,214 16,445 7,395 600,244

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 379 308 455 1,142

計 411,165 124,022 41,593 16,753 7,850 601,386

セグメント利益（△セ

グメント損失）
89,567 24,887 △1,886 △4,840 △3,714 104,014

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 104,014

セグメント間取引消去 563

全社費用（注） △82,538

四半期連結損益計算書の営業利益 22,039

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年６月１日　至　平成28年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 

ソリュー
ション事業
ＢｔｏＢソ
リューショ
ングループ

ソリュー
ション事業
運用・サ
ポートグ
ループ

ソリュー
ション事業
ＢｔｏＣソ
リューショ
ングループ

工事関連事業 飲食事業 合計

売上高       

外部顧客への売上高 436,700 131,429 45,127 34,845 9,454 657,557

セグメント間の内部
売上高又は振替高

- - 144 44 - 189

計 436,700 131,429 45,271 34,889 9,454 657,746

セグメント利益（△セ

グメント損失）
76,604 27,731 △72 633 △8,119 96,777

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 96,777

セグメント間取引消去 600

全社費用（注） △93,723

四半期連結損益計算書の営業利益 3,654

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度より、スイス料理ハウゼの店舗運営に関する事業を開始したことにより、「飲食事業」

を追加しております。

　また、株式会社ダブルスキルが平成28年３月31日付で解散し、平成28年７月29日付で清算結了したこと

により、第１四半期連結会計期間より「その他事業」を消去しております。
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（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないた

め記載しておりません。

 

（有価証券関係）

有価証券については、企業集団の事業の運営において、重要なものではないため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年６月１日
至　平成27年11月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年６月１日
至　平成28年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
5円51銭 △1円47銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

4,672 △1,268

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）

4,672 △1,268

普通株式の期中平均株式数（株） 847,600 863,600

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注）１　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年１月12日

メディアファイブ株式会社

取締役会　御中

 

三優監査法人
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 吉川　秀嗣　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 大神　　匡　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

メディアファイブ株式会社の平成28年６月１日から平成29年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間（平成28年９月１日から平成28年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年６月１日から平成28年

11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの

基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され

る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、メディアファイブ株式会社及び連結子会社の平成28年11

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

　会社の平成28年５月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間に係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レ

ビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成28年１月８日付けで無限

定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して平成28年８月25日付けで無限定適正意見を表明してい

る。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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